
 

 

中小企業家同友会スポーツ支援の事例について 

2016年 12月 14日「文部科学省障害者スポーツ推進タスクフォース」報告資料 

 

 

１、中小企業家同友会の障害者問題委員会について 

  ・中小企業家同友会の障害者問題への取り組みの歴史 

  ・各同友会障害者問題委員会設立状況 

 

２、各同友会、会員企業での障害者スポーツ支援の取り組み 

○同友会での取り組み 

 

・東京同友会豊島支部 

 

・スペシャルオリンピックス新潟への協力 

 

・京都同友会 てんとう虫マラソン 

 

・沖縄同友会 第 10回雇用・就労支援フォーラム 第 2分科会 

         「スポーツを通じて見えてくるワークライフバランス」 

          一般社団法人琉球スポーツサポート 代表理事 手登根 雄次氏 

 

○経営者、企業での取り組み 

 

・株式会社ジェー・シー・アイ（宮城） 

 

・ぜんち共済株式会社（神奈川） 

 

・株式会社ダイプラ（大阪） 
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中小企業家同友会の障害者問題への取り組みの歴史 

 

同友会が障害者問題に取り組みきっかけ―1980 年の青全交分科会 

 「障害者問題」に中小企業家同友会全国協議会（略称・中同協）として本格的に取り組

むようになったのは、国際障害者年（1981 年）の呼びかけを背景として 1980 年 9 月に開

かれた第 8 回青年経営者全国交流会（静岡）の第 13 分散会「心身障害者とともに生きて」

からです。そこで行われた会員経営者による報告は、参加者の魂を激しくゆさぶり、大き

な感動をよびおこしました。 

 この青全交の「まとめ」では、「社会というものは、この心身障害者を含めて構成されて

おり、この人々がまた健康な人々に人生とは何か、仕事とは何かについて教えてくれる存

在になっていますが、効率至上主義のもとで、今の社会では隔絶されています。ここに光

をあてて、この人々とともに働くＮさんの報告は、非常に参加者の胸を打ち、今後の同友

会運動の中でもっと高い位置づけをし、また正面からとりあげなければならないとのこと

では全く同感です。それをできるのは大企業ではムリ、中小企業しかないということです」

という共感をもって結ばれています。 

 

1981 年「国際障害者年にあたってのアピール」を発表 

 1981 年 3 月の第 11 回中小企業問題全国研究集会（略称・全研、神奈川）では、第 20 分

科会で「障害者の雇用について」がテーマになりました。この時、全研名で「国際障害者

年にあたってのアピール」が発表されました。そこでは次のように高らかに宣言していま

す。 

 「国際連合は、1981 年を、国際障害者年としテーマと五つの目的などをきめ、各国が 10

カ年にわたる国内行動計画をたてるよう呼びかけました。その目的の一つに障害者雇用問

題があります。（中略） 

 いま、国際障害者年にあたり、営々と経営努力を重ねつつ、中小企業の社会的地位を高

め、しかも、その中で障害者雇用について大きな貢献をしつづけてきた私たちは、障害者

問題について理解を深める契機とし、国や自治体に対しては、障害者の『全面参加と平等』

の実現のために適切な措置をとるよう要望し、障害者と健常者がともに手を組んで力をあ

わせて困難をとりのぞく意志と行動を、と訴えるものです。国連決議は『障害者をしめ出

すような社会はもろくて弱い』と指摘していますが、私たちは強くてたしかな日本社会を

築くために、今後 10 年間にわたるこの運動に積極的に参加しましょう。そして障害の最も

大きな原因である戦争を地球上からしめ出す行動の一翼をともに担いましょう」 

 当時の統計では障害者の方々の 100 人中 64％が 5～99 人の中小企業で働いていると発表

されています。この発表以降、統計は公表されていません。 

 



障害者問題委員会の発足 

1982 年国連「完全参加と平等」を掲げた「国連・障害者の１０年」（1983～1992 年）宣言

採択の年の 2 月の第 12 回全研（大阪）の分科会「障害者の就業問題」の論議の中で、「常

時この問題に対応できる常設機関を設置してほしいとの強い要望」が出され設立を促しま

した。 

1982 年「中同協障害者問題委員会」発足、1983 年「第１回障害者問題全国交流会」開催 

 「常時この問題に対応できる常設機関を設置してほしい」との全研での強い要望を受け

て、1982 年 3 月 30 日に中同協常任幹事会の承認をえて「中同協障害者問題委員会」の設

立を決定しました。そして 1982 年 7 月、中同協第 14 回定時総会（長野）の第 5 分科会「障

害者雇用」を経て、1982 年 8 月に最初の中同協障害者問題委員会が開催されました。初代

委員長は横井弥一郎氏（滋賀同友会、1984～1986）が務めました。＊活動方針として「障

害者の就労を促進するために、情報の収集、学習、啓蒙活動を強める」ことを決めました。

その後、1982 年に「中同協障害者問題委員会」が発足。活動方針としては「障害者の就労

を促進するために、情報の収集、学習、啓蒙活動を強める」ことが決定されています。 

 初代委員長は横井弥一郎氏（滋賀同友会、1984～1986）、次に渡部トク氏（新潟、1986

～1988）が就任、一時中村孝氏（京都、1987～1992）との 2 名での委員長体制のあと中村

氏が引き続き委員長を担当、その後佐々木正喜氏（愛知、1992～2007）が務めました。そ

の後内田五郎氏（宮崎、2008～）が就任し、障害者問題委員会を盛り上げてきました。 

 

なぜ同友会が障害者問題委員会に取り組んだのか―「障害者問題」とは 

「障害者問題」とは「障害者」が「問題」であるという意味ではありません。これは「障

害者を取り巻く諸問題」を意味しています。中同協の行う三大行事「中小企業問題全国交

流会」においても、中小企業が問題ではなく中小企業をとりまく諸問題の解決を図る交流

会であることからきています。 

障害者問題についての 3 大行事の分科会や全国交流会では、障害者を雇用することによ

り、「経営とは何か」「社員教育はどうあるべきか」を考えざるを得なくなり、健常者を含

めて働きがいや生きがいを真摯に受けとめ、本質的な「人間いかに生きるべきか、働くと

は何か、幸せとは何か」という命題にせまるものでした。その意味で障害者問題は「経営

の原点」に立ちかえる問題であり、その点では、「人間尊重の経営をめざす同友会」であれ

ばこそ取り組めるテーマだったといえます。 

数ある経営者団体のなかで、障害者に寄り添った団体は同友会のほかにはありません。

「労使見解」の実践に向けて日々運動を行う同友会だからこそ障害者問題委員会を設立で

きたとも言えます。 

さらに、自立支援法の施行（2006 年）以降、地域の授産施設や障害者の就労支援団体、

行政などから、就労支援や工賃倍増計画への協力などで同友会への期待が高まっており、

だれもが人間として尊重され、生き、働くことのできる「共生社会」づくりに向けた地域



連携の取り組みが広がってきています。 

 

障害者問題全国交流会の開催 

 1983 年 11 月には、第 1 回障害者問題全国交流会（滋賀）が、「すべての人が働く喜びを」

をメインテーマに初めて開催されました。この交流会は、「すべての人が働く喜びを」をメ

インテーマにして、3 分科会にわかれて進められ、「二日間の熱心な討議と心うたれる発言

によって」成功裡に開催できました。＜全研の中小企業を取り巻く問題を解決する研究集

会と同じく、障害者を取り巻く問題を解決していくための全国交流会として＞ 

その後も、障害者問題全国交流会は、次の目的をもって隔年で開催されています。 

 ①障害者と健常者が共に生き、働ける社会（地域）づくりについて学びあう。 

 ②障害者問題および障害者雇用について関心を深める。 

 ③全国各地の同友会に障害者問題の取り組みの輪を広げる。 

 第 8 回全国交流会(1996 年)以降は、福祉機器の開発や、障害者にとっても住みやすい住

環境・商店街についてのテーマも取り上げられるなど、幅広く障害者問題に取り組むよう

になりました。 

 毎回の交流会には、養護学校、障害者の家族、共同作業所などの参加や協力を得ており、

関係を強めるきっかけになっています。 

 

障害者問題委員会での課題 

 ２００６年の自立支援法の制定により、新しく就労継続支援事業所が創られました。就

労継続支援事業所を立ち上げる会員もあり、委員会内ではこれまで運動の中で推進してき

た「一般就労」との違いについて議論を進めてきました。 

 ２０１５年より行われた障害者問題委員会あり方検討プロジェクトでは「企業と福祉の

役割」について話しあいました。そこでは、就労継続支援事業所で働く障害者を「事業所

のサービスを受ける利用者（福祉的就労）」として位置づけ、事業所を「利用者（障がい者）

が人間らしく生きるうえでの「働く意味」や「喜び」を知り、自分のできることを実感し、

やりたいことを考える就労体験・訓練の場」と話し合いました。「就労継続支援事業所を行

う同友会会員は制度に翻弄されることなく、仕事を作り出し、障害者の方が人間らしく生

きるための最低賃金以上の給料の確保が求められます」と提起しました。福祉的就労でも

利用者（障害者）に働きやすい環境を提供することが必要で、そのためには同友会で障害

者雇用の意義、また経営指針の作成などを学ばなければいけません。 

 訓練を通して得た自身の技術や能力をもとに、自立した生活に向けて企業へ送り出しそ

の能力を発揮できるよう地域のなかの雇用を進めていきましょう。 

 
 
 
 



人を生かす経営 4 委員会との連携 

 中同協では 2008 年 11 月に滋賀で開催された第 1 回「人を生かす経営全国交流会」をき

っかけに社員教育委員会・経営労働委員会・共同求人委員会の 3 委員会が連携した人を生

かす経営推進協議会を発足しました。障害者問題委員会は「経営の原点」に立ちかえる「労

使見解」の実践における重要な構成要素として、2011 年の中同協第 3 回幹事会で本協議会

に参加することが承認されました。 

これからは企業・福祉・NPO 法人など全てが経営理念に基づく経営指針を作成し、社員

を雇用しお互いに切磋琢磨して成長しあい、持続可能な経営・地域を目指していくことが

求められます。そのためには障害者問題委員会として積極的に他の３委員会に参加し、学

ぶことが必要です。 

 

これからの障害者問題委員会  

2015 年の第 18 回障害者問題全国交流会で発表したアピールでは「全ての企業で誰もが

人間らしく働ける企業づくり、生活できる地域づくりは避けて通れない課題となり、時代

に先駆けて実践してきた同友会の障害者問題への取り組みが今こそ問われる時代になって

います」として、「１、障害者問題について関心を深め、障害者雇用の取り組みの輪を広げ

る運動として発展させていきましょう。２、誰もがともに育ちあいその能力を発揮できる

質の高い職場環境をめざし、人を生かす経営を総合実践しましょう。３、地域の行政や他

団体とも連携して、就労困難者の支援に取り組み、共生社会の実現を目指しましょう。」の

3 点を提起しました。 

２０１６年より障害者差別解消法が施行され、「不当の差別的取り扱いの禁止」と「合理

的配慮の提供」が求められる社会となりました。障害者問題への一層の関心を高め、障害

者雇用を推進することは企業経営だけでなく、地域や国の発展にとってより重要なものと

なっています。 

地域社会の全ての人たちがいきいきと働き暮らしていける共生社会の実現のためには、

障害者を含む全ての人々が一人前の社会人としてその力を発揮できることが重要です。地

域の中で協力し合い障害者や社会的弱者とされる人たちの活躍の場をつくりだしていきま

しょう。 

 



 

 

 

38 の同友会

で設立

北海道 

北海道 障害者問題委員会 

東北 

青森 共に生きる障害者問題委員会 

岩手 共に生きる部会 

宮城 共生福祉部会 

福島 障害者委員会 

未設立  秋田・山形

関東・甲信越 

栃木 障害者就労支援部会 

群馬 障害者問題委員会 

埼玉 障害者雇用推進委員会 

千葉 障害者問題委員会 

東京 障害者委員会 

神奈川 ダイバーシティ委員会 

長野 障がい者問題委員会 

新潟 障がい者福祉研究部会 

未設立 茨城・山梨 

中日本  

富山 障害者問題部会 

石川 障がい者委員会 

福井 障がい者問題部会 

静岡 障がい者問題委員会 

愛知 障害者自立応援委員会 

岐阜 障害者に関わる研究会 

未設立 三重 

関西 

滋賀 ユニバーサル委員会 

京都 ソーシャルインクルージョン委員会

大阪 障害者部 

兵庫 障害者研究会 

奈良 障害者問題委員会 

和歌山 障がい者雇用創造部会 

中国  

鳥取 障害者雇用担当 

岡山 障害者問題委員会 

広島 障害者問題委員会 

未設立 島根・山口 

四国 

香川 障害者問題委員会 

徳島 障がい者問題委員会 

愛媛 障がい者委員会 

高知 ディーセントワーク委員会 

九州・沖縄  

福岡 バリアフリー委員会 

長崎 女性部会・障がい者問題担当委員会

熊本 障がい者雇用支援委員会 

大分 障がい者問題委員会 

宮崎 共育ち委員会 

沖縄 健障者委員会 

未設立 佐賀・鹿児島 

＊中同協の地方ブロック割り表を元に作成 



東京中小企業家同友会 豊島支部 

 

パラスポーツ応援プロジェクト 

 

活動方針 

●パラスポーツ競技の試合や応援に積極的に参加して、競技の理解を深める 

●ボッチャ競技の普及活動をおこなう 

●名刺作成メンバ(プロジェクト賛同者)を 2017 年 10 月 1 日時点で 100 名とする 

●日本財団パラリンピックサポートセンターとの情報を密にとり、競技団体等の支援をおこなう 

 

1) 本プロジェクトについて 

2020 パラ東京大会の競技会場を満席にすることを掲げ、東京中小企業家同友会(以下同友会)豊島支

部会員によって結成された。同友会内へのパラスポーツの普及活動を通して、各競技への参加意識を

高めると同時に、中小企業団体ならではの各競技団体への支援活動をおこなう。 

結成当初より継続的に支援している NPO 法人日本視覚障害者柔道連盟を始めとして、各競技団体への

アプローチを継続している。公益財団法人 日本財団パラリンピックサポートセンター(以下パラサ

ポ)と本プロジェクトの交流はパラサポ設立当初からの関係であり、様々な情報の提供や本プロジェ

クトの活動支援を受けている。2020 パラ東京大会終了後のパラスポーツアスリート達の動向も視野

に入れており、中小企業団体ならではの持続的支援についても、検討を開始している。 

2015 年 6 月 16 日に開始した第 1回プロジェクト会議以降、毎月 1回開催されるプロジェクト会議で

企画立案や情報共有、討議を重ねている。 

 

2) プロジェクト活動 

・2015/6/16(火) 第 1 回プロジェクト会議開催 

・2015/9/29(火)～2015/12/17(木) 

 同友会会員を対象に、NPO 法人日本視覚障害者柔道連盟ホームページリニューア

ル費用の募金活動を実施 

・2015/2/15(月) NPO 法人日本視覚障害者柔道連盟に、金 495,000 円を寄付 

・2016/2/4(木) 他団体主催セミナー協力(同友会豊島支部後援並びに講師手配) 

『障がい者スポーツを 100 倍楽しむ基礎講座～2020 に向けて知っておくこと～』 

講師:初瀬勇輔氏(同友会豊島支部) 

・2016/6/3(金) パラサポセンターに、通訳や翻訳に関する相談窓口として、(株)ワイズ・インフ

ィニティ山下奈々子(同友会港支部)社長を紹介 

・2016/6/3(金) パラサポセンターに、社会保険や労務管理に関する相談窓口として、アウル社会

保険労務士法人山崎泉所長(同友会豊島支部)を紹介 

・2016/7/1(金) 同友会で制作・発行している「月刊中小企業家」(毎月 1 日発行)7 月号に、本プ

ロジェクトの活動記事が掲載され、2020 年迄の連載が決定 

・2016/8/25(木) パラサポセンターに、特許や意匠、商標等の知的財産に関する相談窓口として、

ひので総合特許事務所赤塚正樹代表(埼玉同友会)を紹介 

・2016/10/10(月・祝) としまスポーツまつり実行委員会主催「としまスポーツまつり 2016」に出展 



 障害者スポーツの普及活動やボッチャ体験ブースの設置、NPO 法人日本視覚障害

者柔道連盟向け募金活動等を実施 

・2016/11/25(金) パラサポセンター内で"リオデジャネイロパラリンピック報告会(報告者：推進戦

略部 2名)"を開催(同友会会員参加者 28 名) 

・2016/11/27(日) NPO 法人日本視覚障害者柔道連盟に金 20,000 円を寄付 

・2016/11/30(水) パラサポセンターに、会計処理に関する相談窓口として、中央税務会計事務所の

中島由雅氏(同友会豊島支部)を紹介、NPO 法人日本視覚障害者柔道連盟のスタッ

フ 4名の年末調整から実務対応開始 

(今後の予定) 

・2017/4/3(月) 同友会合同入社式の記念講演講師として、初瀬勇輔氏(同友会豊島支部)登壇 

・2017/4/25(火) 同友会豊島支部総会の記念講演講師として、パラスポーツアスリート登壇予定

(交渉中) 

・2017/10/25(水) 同友会第 25 回経営研究集会の記念講演講師として、スポーツアスリート登壇を

検討中 

 

3) 試合観戦、参加行事 

・2015/11/22(日) 第 30 回全日本視覚障害者柔道大会 来賓・応援 

・2015/11/29(日) パラサポ主催"パラ駅伝 in TOKYO2015(https://www.paraekiden.tokyo/2015/)"

参加 

・2016/5/4(水・祝) リオデジャネイロパラリンピック柔道競技日本代表候補選考大会 応援 

・2016/11/22(火) パラサポ主催"ParaFes2016(http://www.parasapo.tokyo/parafes/)" 参加 

・2016/11/27(日) 第 31 回全日本視覚障害者柔道大会 来賓・応援 

 

 

以上 
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